
（単位　千円）

当　初　予　算　額 現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額

16,328,000 17,077,519 619,691 17,697,210

6,488,730 6,873,957 6,873,957

619,767 623,299 623,299

4,453,705 4,547,617 4,547,617

802,639 802,639 802,639

12,364,841 12,847,512 12,847,512

28,692,841 29,925,031 619,691 30,544,722

〔平成２５年第１回市議会臨時会　補正予算説明資料〕

各     会     計     総     括     表

会　　　　　計　　　　　名

一 般 会 計

介 護 保 険

特

別

会

計

下 水 道 事 業

一 般 ・ 特 別 会 計 合 計

特 別 会 計 合 計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

-
　
1
　
-



（単位　千円）

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

1 市 税 5,767,871 5,767,871

2 地 方 譲 与 税 150,000 150,000

3 利 子 割 交 付 金 9,000 9,000

4 配 当 割 交 付 金 9,000 9,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 3,000 3,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 512,000 512,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 38,000 38,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 46,000 46,000

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 61,000 61,000

11 地 方 特 例 交 付 金 20,181 20,181

12 地 方 交 付 税 3,671,295 3,671,295

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 8,184 8,184

14 分 担 金 及 び 負 担 金 194,413 194,413

15 使 用 料 及 び 手 数 料 25,146 438,743 25,146 438,743

16 国 庫 支 出 金 1,956,630 194,518 2,151,148

17 県 支 出 金 1,182,997 1,140 1,184,137

18 財 産 収 入 11,243 2,062 11,243 2,062

19 寄 附 金 2,079 2,079

20 繰 入 金 96,874 20,418 △ 5,267 91,607 20,418

21 繰 越 金 952,987 952,987

22 諸 収 入 21,394 464,502 21,394 464,502

23 市 債 892,600 519,900 429,300 892,600 949,200

12,297,854 4,779,665 △ 5,267 624,958 12,292,587 5,404,623

一　般　会　計　補　正　予　算　歳　入　財　源　別　表

現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額
種                       別

計

-
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-



一般会計 （単位　千円）

小学校耐震改修事業 623,065
平成２４年度の小学校耐震改修事業については，国の予備費の使用により耐震改修工
事等を実施するため，年度内の完了が見込めないので，予算計上額のうち６２３，０６５
千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２５年度に繰り越して使用する。

土木施設災害復旧事業 11,000
平成２４年度の災害復旧事業については，国の公共土木施設災害復旧事業により実施
するため，年度内の完了が見込めないので，本補正予算計上額１１，０００千円を地方自
治法第２１３条第１項の規定により，平成２５年度に繰り越して使用する。

繰　　越　　明　　許　　費　　説　　明　　書

事　　　　　業　　　　　名 金　　　額 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明
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　一般会計 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他

ＩＣＴ利活用促進事業に係
る委託料

平成２５年度 11,523 11,523

ＩＣＴ利活用促進事業については，平成２４年度から平成２
５年度にかけて継続して実施するため，平成２４年度中に当
該事業に係る複数年契約を行い，事務事業の円滑な実施を図
る。

債　務　負　担　行　為　補　正　説　明　書

事　　　業　　　内　　　容特　　定　　財　　源
一般財源

事　　　　　項 期　　　間 限度額

左　　の　　財　　源　　内　　訳
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１　追加 （単位　千円）

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額

(B-A)
説　　　　　　　　　　　　明

土 木 施 設 災 害 復 旧 事 業 3,400 3,400

　平成２４年１０月２８日～２９日の豪雨により被災した土木施設に
係る災害復旧事業
　　準用河川作名川（南条地区）
　　準用河川作名川（山荻地区）

２　変更 （単位　千円）

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額

(B-A)
説　　　　　　　　　　　　明

学 校 教 育 施 設 整 備 事 業 47,800 473,700 425,900

　国の予備費の使用による「学校施設環境改善交付金」を活用
した耐震改修事業
　北条小学校（中央棟第２期分・低学年棟）耐震改修事業
　館山小学校（北棟）耐震改修事業

地　方　債　補　正　説　明　書
Ⅰ　一般会計
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一般会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

○ ＩＣＴ利活用促進事業

　【 ＩＣＴ利活用促進事業 】

　【 情報課 】

966 966 　地域情報化を推進するため，市民を対象にスマートフォンなど携帯端
末の操作方法や情報発信など利活用方法の習得及び地域情報に関する映
像等の制作について，講座を開催する。
　また，地元高校生と連携した地域情報の発信を行い，次代を担う青少
年のＩＣＴ利活用能力向上やＩＣＴを活用した地域コミュニティの活性
化を図る。

　緊急雇用創出事業　（雇用予定人数２名）
　事業期間　（平成２５年３月～平成２６年２月）

○ ジョブサポート事業

　【 ジョブサポート事業 】

　【 商工観光課 】

153 153 　雇用対策として平成２４年１１月から開始した，緊急雇用促進助成
金・起業支援補助金に関する事務やハローワーク館山と共催して実施予
定の合同説明会などの事務補助を行う非常勤職員を雇用する。

　緊急雇用創出事業　（雇用予定人数１名）
　事業期間　（平成２５年３月～平成２６年２月）

小学校耐震改修事業

　【 小学校施設環境改善事業 】

　【 教育総務課 】

607,551 187,708 425,900 △ 6,057 　児童の安全対策のため，耐震補強，大規模改修工事及び工事監理を行
う。

１　北条小学校中央棟耐震改修工事（第２期分）
　　　昭和４４年・４５年築　鉄筋コンクリート造　４階建
　　　延床面積　校舎５，８９９㎡　　体育館９４１㎡
　
２　北条小学校低学年棟耐震改修工事
　　　昭和４５年築　壁式鉄筋コンクリート造　平屋建
　　　延床面積　１年棟５４０㎡　２年棟８０９㎡

３　館山小学校北棟耐震改修工事
　　　昭和４９年築　鉄筋コンクリート造　３階建
　　　延床面積　２，１６７㎡

土木施設災害復旧事業

　【 災害復旧事業 】

　【 建設課】

11,000 6,810 3,400 790 　平成２４年１０月２８日～２９日の豪雨により被災した河川に係る災
害復旧事業費
　　準用河川作名川（南条地区）　護岸復旧　Ｌ＝３４．０ｍ
　　準用河川作名川（山荻地区）　護岸復旧　Ｌ＝１５．０ｍ

11 災害
    復旧費

５ 労働費

補　　正　　予　　算　　主　　要　　事　　業　　説　　明　　書

　※　事業名先頭の○印は平成２４年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明款 事　　　業

10 教育費
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